
 

 
 

 

 

 

 



　昨年��月、県議会の超党派で構成する条例検討会が設置され、�月
県議会に条例案を提出し、全会一致で採択。検討会では、参考人意見
や県民からのパブコメ��件をふまえて、条文に反映しました。

★子どもに対する虐待は重大な人権侵害である。

★子どもの生命を守ることを最優先に行動する。子どもにとって最善の

　利益を考慮する。

★親権者による体罰の禁止。

★児童福祉司等の専門職員を手厚く配置。施設等の環境整備。

条例のポイント

「福島県子どもを虐待から守る条例」制定
議員提案で

公的病院統廃合は撤回を公的病院統廃合は撤回を
コロナ対策に逆行コロナ対策に逆行

深刻な医師不足対策
いわきの医師確保を　国は昨年９月、公立・公的���の病院、県内では８つの病院

を名指しで統廃合を求めました。県内でも反対の声が上
がっています。国は地域医療構想で��万床の削減を求めて
いますが、構想自体を見直すべきであり、必要な医師数の確
保を強く求めました。今回の新型コロナウイルス感染症で、
国は感染拡大した場合には受け入れ病床を増やすよう要請
するとしており、統廃合は逆行しています。

　そもそも、日本の医師数はOECDの人口比で��
万人も不足、福島県は更に全国平均から実数���
人も不足です。県の医師確保計画を見直し、特に
多くの避難者を受け入れているいわき市の深刻
な医師不足対策、救急医療支援を求めました。

三大明神風力発電などメガ発電は中止を
　遠野地区（いわき市）の三大明神風力発電計画地は、台風��号等豪雨
で山頂崩壊を引き起こした田人・国道���号沿いと同じ土砂災害危険
渓流地区（国交省）で、住民も反対であり建設中止を求めました。
　高湯（福島市）、玉野（相馬市）地区でも環境破壊が懸念される大規模
太陽光発電が計画されており、中止を求める運動や懸念の声が起きて
います。

県民の復興を県民の復興を本気の本気の
取り組みで取り組みで

原発事故
から10年　
原発事故
から10年　

米の全量全袋検査継続を米の全量全袋検査継続を
　県は、今年秋の収穫分以降の米の放射能検査を
避難地域を除き抽出検査に移行する方針です。農
家や消費者からの「検査しているから安心なの
に」などの不安の声を紹介し、全量全袋検査の継
続を求めました。

イノシシの捕獲強化を
　����年度までの「第３次イノシシ管理計画」では頭数がほとんど
減らないことを指摘し、生息数の大幅減少を目指すよう捕獲強化を
求めました。

指針の見直し、損対協全体会議で「オール福島」の意思表示を賠償

県は国に「原発ゼロ」
を求めよ！
　日本世論調査会の調査で
は、「今すぐゼロにする」と
「段階的に減らして将来的
にはゼロにする」を合わせ
ると�割が原発ゼロを求め
ています。
　安全対策に莫大な費用が
必要になる原発は「安い電
力」ではなく原発政策は行
き詰まっています。原発被
災県として原発ゼロを国に
求めるよう知事に質しまし
た。

　�月の避難者訴訟仙台高裁判決は、一審を超える賠償
を命じました。東京高裁判決でも東電の責任を認め国の
指針を上回る賠償を命じており、国の指針見直しこそ喫
緊の課題と指摘。東電の不誠実な態度を改めさせるため
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　大玉村が「太陽光発電設備と自然環境保全との調和に関する条例」
を制定しました。県も数字を追う大規模開発でなく、環境に配慮し地
域主導を担保した再エネ推進をと質しました。また、住宅用太陽光発
電設備に独自に補助する市町村も過半数を超えて広がっており、県の
補助基準拡大を求めました。（右表）

再エネは地域主導の
ルール作りを
再エネは地域主導の
ルール作りを
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（広野町、いわき市）

ふくしま医療機器
開発支援センター
（郡山市）

整備費　　運営費
112億円　5億円

ロボット
テストフィールド
（南相馬市）

整備費　　 運営費
156億円　 4.4億円

水素エネルギー
研究フィールド
（浪江町）
整備費
150億円

IGCC型石炭火発
54万kwを２基
年間CO2排出量1300万t

アーカイブ施設
伝承館
（双葉町）

整備費　運営費
53億円  4.4億円

環境創造センター
（三春町）

整備費　　運営費
127億円　10億円

ふくしま
国際医療科学センター
（県立医大内・福島市）
TRセンター

先端臨床研究センター

整備費　　運営費
37億円　　23億円

整備費　　運営費
100億円　７.6億円統廃合予定高校

保原(定時制)
福島中央

福島中央高校へ

須賀川・長沼 須賀川高校へ

大沼・坂下 大沼高校へ

湯本・遠野 湯本高校へ

相馬東・新地 相馬東高校へ

梁川・保原 保原高校へ

二本松工業
安達東 二本松工業高校へ

白河実業(商業工業)

塙工業
白河実業高校へ

白河実業(農業)

修明 修明高校へ

田島・南会津 田島高校へ

耶麻農業
会津農林 会津農林高校へ
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高校統廃合条例
相次ぐ「反対」の声を押切り強行
　喜多方高校と喜多方東高
校、いわき海星高校と小名浜
高校を����年度から統合する
ための条例改定が提案されま
した。喜多方市は地域経済へ
の影響は計り知れないとし
て、市長や市議会も見直しを
求めており、また、いわき海星
高校は県内唯一の水産高校と
して人材育成に重要と漁業団
体からも統合見直しの陳情が
出されています。
　党県議団は、地元の声を無
視することは許されないと、
本条例改定に唯一反対しまし
たが、強行されました。今後、
統廃合対象校とされていると
ころでも反対の声が続出し
ています。

廃炉作業は国家プロジェクトに！廃炉作業は国家プロジェクトに！作業の質が問題作業の質が問題

2020年2月22日付しんぶん「赤旗」より写真提供

県HPより

県HPより

追加代表質問_吉田県議（2月28日）

一般質問_宮川県議（3月2日）

17.9

十分な風評被害対
策が実施されるま
では、放出するべ
きでない

60.6％タンクを増設
して保管を
続けるべき

42.7

7.6

今すぐゼロにする

段階的に減らして
将来的にゼロにする

62.7

段階的に減らすが
新しい原発を作り
一定数維持する

24.1

どちらともいえない

24.1

6.7

速やかに海や大気へ
放出してもよい

今すぐゼロにする今すぐゼロにする

あなたは
原発を今後、どのように
するべきだと思いますか

住宅用ソーラーの補助制度/kwh

1万円 二本松市、会津若松市 
いわき市

１.5万円 鏡石町、石川町、猪苗代町 
南会津町

2万円 福島市、喜多方市、須賀川市 
玉川村、小野町、会津美里町

２.4万円 湯川村

3万円
南相馬市、相馬市、 
桑折町、川俣町、天栄村 
平田村、泉崎村、矢吹町 
棚倉町、下郷町、浅川町

３.5万円
6万円 柳津町
8万円 只見町、大熊町

事業費の3/4 
(100万限度） 檜枝岐村

1戸一律3万円 郡山市

　県は4万円を補助 
（市町村の上記補助と併用可能）
※県と市町村の一部に蓄電設備の補助制度もあり
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にも、指針の見直し、完全賠償を求める「オール福島」
の意思を示す県損対協の全体会議が�年間開かれてな
いことから開催すべきと求めました。

　高線量での危険な作業が続く中で、福島第一原発
の廃炉作業でミスやトラブルが相次いでいます。原
子力規制委員会の福島第一原子力事務所長は、「東電
のトヨタ方式『カイゼン』が、現場では重圧となり人
手不足を言い出しにくい雰囲気になっており、廃炉
作業の質が低下している」と指摘しています。効率優
先でなく日本の技術と世界の英知を結集し作業の質
を確保することが必要です。
　安全・安心な廃炉作業確保のため国家プロジェク
トとして進めることを求めました。

県建築住宅課2019年資料より

福島県 115人
宮城県 57人
岩手県 53人

震災関連自殺者数 
（2019年12月まで）

4万人の避難者と住宅支援概要 
（2020年4月以降）

（2人/戸として）

県内 
9,000人

（4,500戸）

県外 
31,000人
（15,500戸）

仮設住宅 30戸

借上げ 600戸 1000戸

合計 630戸 1000戸
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